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螺旋巻 きの周方 向補強層 を有す る全ての タイヤ にお けるグルー プク ラ ックの発 生頻度 を抑制す るため
の技術 を提供す る。 2 本の ゴム ス トリップが、 タイヤ幅方 向の異 な る位置 か ら同一方 向に螺旋 状 に巻
付 け られ て形成 され た周 方 向補 強層 を備 えるタイヤで ある。 ゴム ス トリップ 1 2 A , 1 2 B が タイヤ幅
方 向の一部 また は全体 において隙間 を空 けて配置 され 、 2 本の ゴムス トリップの端部 の うち、少 な くと
もタイヤ赤道面側 に位置 す る中央側端部 1 2 B s , 2 A e が 、 タイヤ幅 方 向において リブ状 陸部 2 a
と完全 に重 な る位置 に配置 され 、 タイヤ幅 方 向に沿 う、中央側 端部 と重な る リブ状陸部の幅 をW 、 ゴム
ス トリップの幅 をG と した とき G < W の関係 を満足す る。



明 細 書

発明の名称 ：タイヤおよびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明はタイヤおよびその製造方法に関し、詳 しくは、ゴム被覆されたコ

- ドからなるゴ厶ス 卜リップを螺旋状に巻き付けることにより形成され、コ

- ド方向が実質的にタイヤ周方向である周方向補強層を備えるタイヤおよび

その製造方法の改良に関する。

背景技術

[0002] 走行中のタイヤ回転時に発生する、遠心力によるタイヤの膨らみを抑える

効果を高めるなどの目的で、タイヤクラウン部に、複数本の補強コー ドを適

宜間隔で並列に引き揃えてゴム中に埋設 した帯状ス 卜リップを螺旋状に巻回

して、コ一 ド方向が実質的にタイヤ周方向となる周方向補強層を設ける技術

が汎用されている。この周方向補強層については、軽量化の観点から、帯状

ス トリップをタイヤ幅方向に間隔を空けて巻回する場合がある （例えば、特

許文献 1参照）。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開平 1 0 — 1 9 3 9 1 7 号公報 （特許請求の範囲等）

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] ところで、帯状ス トリップは、タイヤ周方向に螺旋状に巻回して周方向補

強層を形成するものであるため、巻き始めと巻き終わりに必ず端部を有する

ことになるが、この帯状ス 卜リップの端部近傍はその構造上自由端となり、

引張り剛性を十分発揮することができず、その結果、局所的に歪が大きくな

る。

[0005] 特に、生産効率の観点から、帯状ス トリップの巻出し手段を 2 箇所設けて

、 2 本の互いに独立 した帯状ス トリップをタイヤの異なる箇所に同時に巻き



付けて、目的領域全体に配設する手法を用いる場合がある。この手法では 1

箇所で巻き付ける場合と比較して効率的な生産を行うことが可能となり、生

産時間やコストを低減できるが、独立した2 本の帯状ス卜リップの端部がタ

ィャ赤道面近傍に置かれることになり、この端部がセンタ一主溝に重なつた

場合には、前述の端部近傍の局所的な歪発生要因により、グループクラック

を加速させる要因となってしまう。グループクラックが発生すると、タイヤ

の外観や美観が著しく損なわれることに加え、そのまま放置すると、亀裂が

進展することで、例えば、溝底の亀裂からタイヤ内部に水が浸入してベル ト

等の補強材の腐食を引き起こしたりする原因となってくる可能性もある。さ

らに、帯状ストリップをタイヤ幅方向に間隔を空けて巻回して周方向補強層

を形成する場合には、全体の巻き数が減ることで個々の巻位置において帯状

ストリツプに作用する張力は、間隔を空けない場合と比較して大きくなるた

め、帯状ス卜リップの端部における剛性の低下が増大し、局所的な歪発生も

—層顕著となる。従って、 2 本の独立した帯状ストリップを適用し、さらに

その帯状ス卜リップをタイヤ幅方向に適宜間隔を設けて適用しょうとする場

合には、帯状ス卜リップの端部の配置の仕方によっては、グループクラック

発生を助長してしまう可能性がある。

[0006] そこで本発明の目的は、上記のような螺旋巻きの周方向補強層を有する全

てのタイヤにおけるグループクラックの発生頻度を抑制するための技術を提

供することにある。

課題を解決するための手段
[0007] 本発明のタイヤは、 3 本以上の周方向溝と、該周方向溝により画成された

リプ状陸部とを備える卜レツド部と、複数本のコ一ドが並列されてゴム被覆

されてなる互いに独立した2 本のゴ厶ストリップが、タイヤ幅方向の異なる

位置から同一方向に螺旋状に巻付けられて形成された周方向補強層とを備え

る。前記ゴ厶ス卜リップは、タイヤ幅方向の一部または全体において隙間を

空けて配置される。前記 2 本のゴムストリップの巻付け開始位置および巻付

け終了位置における端部のうち、少なくともタイヤ赤道面側に位置する中央



側端部が、 タイヤ幅方向において前記 リプ状陸部 と完全 に重なる位置 に配置

される。前記中央側端部 と重なる リブ状陸部のタイヤ幅方向に沿 う幅 をw (

m m ) 、前記 ゴムス トリップのタイヤ幅方向に沿 う幅 をG ( m m ) と した と

き、 G < W の関係 を満足することを特徴 とする。

[0008] また、本発明のタイヤの製造方法は、 3 本以上の周方向溝 と、該周方向溝

によ り画成 された リプ状陸部 とを備 える トレッ ド部 を有するタイヤを製造す

るにあた り、複数本の コ一 ドが並列されてゴム被覆 されてなる互いに独立 し

た 2 本のゴ厶ス トリップを、 タイヤ幅方向の異なる位置 に配置 された 2 箇所

の巻出 し手段か ら巻 き出 して、成型 ドラムの外周面 に同一方向に螺旋状 に巻

付 けることによ り周方向補強層 を形成する工程 を含むタイヤの製造方法であ

つて、前記 ゴ厶ス 卜リップの巻付 けを、 タイヤ幅方向の一部 または全体 にお

いて隙間を空 けて行 うとともに、前記 2 本のゴ厶ス 卜リップの巻付 け開始位

置および巻付 け終 了位置 における端部の うち、少な くともタイヤ赤道面側 に

位置する中央側端部 を、 タイヤ幅方向において前記 リプ状陸部 と完全 に重な

る位置 に配置 し、 タイヤ幅方向に沿 う、前記中央側端部 と重なる リブ状陸部

の幅 をW ( m m ) 、前記 ゴムス トリップの幅 をG ( m m ) と した ときG < W

の関係 を満足するようW、 G の値 を設定することを特徴 とするものである。

発明の効果

[0009] 本発 明によれば、上記構成 と した ことによ り、周方向補強層 を有するタイ

ャにおいて、 グループクラックの発生頻度 を大幅 に抑制することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] ( a ) は本発明のタイヤの一例 を示す幅方向部分断面図であ り、 （b )

は （a ) のタイヤの補強層の構成 を示す説明図である。

[ 図2] 実施例 1 および比較例 1 の供試タイヤの劣化 ドラム試験 におけるグルー

プクラックの発生状態 を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[001 1] 以下、本発明の実施の形態 について、図面 を参照 しつつ詳細 に説明する。

図 1 ( a ) は、本発明のタイヤの一例 を示す幅方向部分断面図である。図



示するように、本発明のタイヤは、 トレッ ド部 1 1 に、 3 本の周方向溝 1 a

， 1 b と、 リブ状陸部 2 a ， 2 b とを備 えている。 ここで、本発明において

周方向溝 とは、 タイヤの総幅 によっても変わるが、幅 4 〜 1 8 m m程度、深

さ 6 〜 1 0 m m程度のタイヤ周方向に連続 した溝 を意味 し、 タイヤの 卜レツ

ド幅 に応 じて、 3 本以上、通常は 2 〜 4 本程度 タイヤに設 け られることが一

般的である。周方向溝 を設 けることで、ハイ ドロプ レーニング現象の発生が

抑制 される。特 に、小型の乗用車用タイヤでは、 3 本の周方向溝 をタイヤ赤

道線 に対 し対称 に配置する場合が多 く、 この場合 は一般 に、 タイヤ赤道面上

に中央側周方向溝 （センタ一主溝）を配置する。前述のワイ ビング変形の際

の溝収縮 は一般 にタィャ赤道面 において最 も大 きくなることが知 られてお り

、 中央側周方向溝 は最 もグループクラックが発生 しゃすい潜在的な原因を有

しているといえる。 また、本発明において リブ状陸部 とは、上述の周方向溝

によって挟 まれた陸部 を意味するものである。 この リブ状陸部 には、多 くの

場合、ハイ ドロプ レーニングの水流 を適正に した り、砂地や氷雪上での トラ

クシ ヨンを獲得するために、 タイヤ幅方向の一部 または全体 にわた り延び る

複数の横溝 を設 けることが一般的である。

本発明においては、複数本のコー ドが並列されてゴム被覆 されてなる互い

に独立 した 2 本のゴムス トリップ 1 2 A ， 1 2 B を、 タイヤ幅方向の異なる

位置 に配置 された 2 本の巻出 し手段か ら巻 き出 して、成型 ドラムの外周面 に

同一方向に螺旋状 に巻付 けることによ り周方向補強層 1 2 を形成するもので

ある。本発明においては、 ゴムス トリップ 1 2 A ， 1 2 B の巻付 けを、 タイ

ャ幅方向の一部 または全体 において隙間を空 けて行 う。すなわち、本発明に

おいては、 タイヤ幅方向の少な くとも一部 において、 ゴ厶ス 卜リップが巻 き

つけ られていない隙間部分 を有する。 また、隙間を有 しない部分 においては

、 ゴムス トリツプは、重な りをもたずに隣接 して巻付 けされている。例 えば

、図示する例では、 ゴ厶ス トリップ 1 2 A ， 1 2 B は、 シ ョルダ一側 リプ状

陸部 2 b に重なる領域では隙間な く、それ以外の領域では等間隔の隙間を空

けて巻 き付 け られている。なお、本発明において、周方向補強層 1 2 を巻付



け形成する成型 ドラムの外周面 とは、通常、成型 ドラム上 に順次積層配置 さ

れたタイヤ構成部材 と しての力一カス層 1 3 およびスチールベル ト1 4 の外

周面である。 また、図 1 ( a ) 中では、簡略化のために、周方向補強層 1 2

はタイヤ幅方向に連続的に記載 してお り、図中において巻 き付 け方向は、左

か ら右 に向か う方向である。

[001 3] 本発 明においては、 ゴ厶ス トリップ 1 2 A ， 1 2 B の巻付 け開始位置およ

び巻付 け終 了位置 における端部 1 2 A s ， 1 A e , 1 B s , 1 2 B e の

うち、少な くともタイヤ赤道面側 に位置する中央側端部 1 2 A e ， 1 B s

を、 タイヤ幅方向において リブ状陸部 2 a と完全 に重なる位置 に配置する。

ここで、本発明においてゴ厶ス 卜リップの端部 を リプ状陸部 と完全 に重なる

位置 に配置するとは、 ゴ厶ス 卜リップの端部が、 タィャ幅方向全体 について

、周方向溝の開口部の最大幅 に重なる領域 内に存在 しないことを意味する。

また、本発明においては、 タイヤ幅方向に沿 う、上記中央側端部 1 2 A e ，

1 B s と重なる リプ状陸部 2 a の幅 をW ( m m ) ゴ厶ス トリップ 1 2 A

， 1 2 B の幅 をG ( m m ) と した とき、 G < W の関係 を満足するようG およ

びW の値 を設定する。 これによ り、本発明の所期の効果が得 られる理 由は、

以下の通 りである。

[0014] ゴ厶ス 卜リップの巻 き出 し箇所 を 2 箇所設 ける場合、 ゴ厶ス 卜リップの巻

付 け端部 は、少な くともシ ョルダー側周方向溝 1 b よ りも内側であ って、多

くの場合 タイヤ赤道面 C L 上 に位置する可能性が高いが、仮 にこの端部が周

方向溝の下に位置すると、端部 を起点 と して周方向剛性が低下 して、 タイヤ

周方向の歪 も大 きくな り、 この歪 に起因 してグループクラックが発生 し、並

び に成長する傾向が強 まることが、本発明者の鋭意研究によって判 った。 こ

れは特 に、走行時にワイ ビングによって歪が発生 しやすいタイヤ幅方向中央

領域 において、特 には、 タイヤ赤道線上 に周方向溝 および巻付 け端部が存在

する場合 に顕著 となる。 さ らに、前述 したように、隙間を開けてゴ厶ス トリ

ップを巻回する周方向補強層 においては、隙間を開けない場合 よ リもゴムス

卜リップにかかる張力が大 きいため、 この傾向が特 に大 きい。本発明におい



ては、 少な くともタイャ幅方向中央領域 に位置するゴ厶ス 卜リップの中央側

端部 1 2 A e ， 1 2 B s を リプ状陸部 2 a に重なる領域 に配置するもの と し

て、 タイヤ幅方向中央領域 における周方向溝 の下 にゴ厶ス 卜リップの端部 が

存在 しないもの と したので、 ゴ厶ス 卜リップの端部 の剛性低下 による過大な

歪の影響 を回避 することが可能 とな り、 ゴ厶ス トリップによ り形成 される周

方向補強層 に起 因するグルー プクラ ックの発生 を抑制 することがで きる。 こ

こで、本発 明においては、 ゴ厶ス 卜リップの全 ての端部 を リプ状陸部 に重な

る領域 に配置するもの と して もよい ことはい うまで もない。

[001 5 ] また、 中央側端部 を リプ状陸部 の下 に配置 した場合 で も、 ゴ厶ス 卜リップ

の巻付 け間の隙間 S またはゴ厶ス 卜リップの幅 G が リプ状陸部 の幅W よ りも

大 きい場合、 中央側端部 を配置 した リプ状陸部全体の周方向剛性 が低下 して

しまうので、走行時 に当該 リプ状陸部 に隣接 する溝 の歪が大 き くな り、 グル

— プクラ ックにつながる。 よって、本発 明では、 G < W の関係 を満足するよ

う G およびW の値 を設定するもの と して、 リプ状陸部 の下 に中央側端部 を位

置 させ ることで、歪の発生 を抑制 して、 グルー プクラ ック耐久性 を低下 させ

ずに、軽量化 について も達成 で きるもの とな った。

[001 6] また、 2 本の ゴムス トリップ 1 2 A ， 1 2 B の中央側端部 1 2 B s ， 1 2

A e はタイャ赤道面近傍 で互 いに近接 するが、 これ ら端部 同士があ ま り近づ

きす ぎると、相互の端部 の効果 を受 けて、 グルー プクラ ックの悪化が大 き く

なる場合 がある。 これに対 し、本発 明においては、 2 本の ゴムス トリップの

中央側端部 同士の位置 をタィャ周方向においてず らす ことで、端部 の効果 を

緩和 させて、 グルー プクラ ックの悪化 を抑制 することが可能 となる。本発 明

においては、具体的には、 2 本の ゴ厶ス 卜リップの中央側端部 1 2 B s ， 1

2 A e 間のタイヤ周方向における距離 L を、 1 0 0 〜 4 0 0 m m とすること

が好 ま しい。 2 本の ゴ厶ス 卜リップの中央側端部 間の距離 L が 1 0 0 m m未

満では、端部 同士が近す ぎるため にグルー プクラ ックの亀裂成長 を速め る結

果 とな り、顕著 なグルー プクラ ック抑制効果が発現 しに くい。一方、 2 本の

ゴ厶ス 卜リップの中央側端部 間の距離 L が 4 0 O m m を超 えると、 タイヤ周



方 向 において 2 本 の ゴ厶ス 卜リップの巻付 け回数 が多 くな る部位 の剛性 が相

対 的 に高 まる ことで、 中央側周方 向溝 1 a 近傍 の陸部 の接地圧 が周上 で不均

— とな り、早期 の偏摩耗 の原 因 とな るため好適 でない。 ここで、 2 本 の ゴム

ス トリツプの中央側端部 間のタイヤ周方 向 における距離 L とは、 ゴ厶ス 卜リ

ップの中央側端部 のタイヤ幅方 向 における位置 によ らず、 タイヤ周方 向 に沿

つて測 った ゴ厶ス 卜リップの中央側端部 同士の間の距離 を意味す る。

[001 7] 本発 明 においては、 図示 す るよ うに、 2 本 の ゴムス トリップ 1 2 A ， 1 2

B の 中央側端部 1 2 A e ， 1 2 B s 同士 を、 タイヤ径方 向 において もオーバ

— ラ ップさせ る ことが好 ま しい。 これ によ り、歪 の発 生 しやすい ゴ厶ス トリ

ップの端部 を端部 を持 たない他 の ゴ厶ス 卜リップによ り押 える ことで、 グル

- プクラ ックの抑制効果 をよ り高め る ことがで きる。 ここで、 ゴ厶ス 卜リッ

プの中央側端部 同士がタィャ径方 向 にオーバ 一 ラ ップ している とは、 タイヤ

幅方 向 におけるタイヤ赤道面側 の巻付 け端位置 に存在 す るゴ厶ス 卜リップの

端部部分 が、 タイヤ径方 向 において重 な りを有 す る ことを意味す る。

[001 8] さ らに、本発 明 においては、 少な くとも、周方 向溝 1 a ， 1 b の うちタイ

ャ赤道面上 に存在 す るか またはタイヤ赤道面 に最 も近 い中央側周方 向溝 1 a

に重 な る位置 で、 タイヤ径方 向 においてオーバ 一 ラ ップす る 2 本 の ゴ厶ス 卜

リップ 1 2 A ， 1 2 B のそれぞれ を、 中央側周方 向溝 1 a に重 な る領域 をタ

ィャ幅方 向 にわた り横切 って、 ゴムス トリップ 1 2 A ， 1 2 B の巻付 け間の

隙間が中央側周方 向溝 1 a に重 な る領域 において実質 的 にゼ ロとな るよ う巻

付 ける ことが好 ま しい。 すなわち、 隣 り合 うゴムス トリップをタイヤ幅方 向

にず ら して巻 き付 ける ことで、 少な くともタイヤ赤道面近傍 に存在 す る周方

向溝 に重 な る位置 においては、 図 1 に示 す よ うに、周方 向補強層 が実質 的 に

隙間な く配設 されているもの とす る。 これ によ り、 グル ー プクラ ックの抑制

効果 をよ り向上 す る ことがで きる。周方 向補強層 に重 な る位置 に隙間が残 つ

ている と、 ワイ ビングな どの 卜レツ ド変形 に対 し溝底 が変形 しやす くな るた

めであ る。 ここで、 図示 す るよ うに周方 向溝 がタイヤ赤道面上 に存在 す る場

合 には、特 にワイ ビングの歪 が大 きい ことか ら、 かか る場合 に本発 明の効果



が顕著 に表れるといえる。

[001 9] さ らにまた、本発明においては、 タイヤ幅方向に沿 う、 ゴムス トリップの

巻付 け間の隙間を S ( m m ) と した とき、 ゴムス トリツプの幅 G とゴ厶ス 卜

リップの隙間 S とが、 G > S の関係 を満足する こ とが好 ま しい。 ゴ厶ス 卜リ

ップの隙間 S がゴ厶ス 卜リップの幅 G に比 して大 きいと、 こ の部分で歪が発

生 しやす くな つて、 グループクラック等の要因 となる。 ゴムス トリップの隙

間 S をゴ厶ス 卜リップの幅 G よ り小 さ くすることで、適度な剛性 を確保する

ことがで きる。

[0020] 本発 明における具体的なゴ厶ス 卜リップの巻付 け形態 と しては、図 1 に示

すような、 2 本のゴ厶ス 卜リップの端部が中央側周方向溝 1 a に位置 しない

ように、端部 を中央側周方向溝 1 a に隣接する リブ状陸部 2 a と重なるよう

配置 して、 中央側周方向溝 1 a と重なる位置 には独立 した 2 本のゴ厶ス トリ

ップの両方が巻 き付 け られているもの とする形態の他、 2 本のゴムス トリッ

プの端部が中央側周方向溝 1 a に位置 しないように、端部 を中央側周方向溝

a に隣接する リブ状陸部 2 a に配置 して、 中央側周方向溝 1 a に重なる位

置 にはゴ厶ス 卜リップを巻付 けない形態 とすることもで きる。 この場合、 ゴ

ム ス 卜リップの端部の剛性低下の影響 についてはいずれの形態 においても同

様 に避 けることがで き、 グループクラックの抑制 に対 してはほぼ同等の効果

を期待で きるが、釘な どの貫通 に対する中央側周方向溝 1 a の保護性の点で

は圧倒的に前者の方が優れるため、パ ンク しゃすい市場では前者の形態が有

利である。 また、図 1 に示す形態等 において、 2 本のゴ厶ス 卜リップのそれ

ぞれをシ ョルダ一側で折 り返 してシ ョルダ一側 リプ状陸部 2 b 近傍で重複 さ

せ る形態 と してもよ く、 これによ り、高速耐久性 をよ り向上 させ ることがで

きる。 この場合 も、折 り返 したゴ厶ス 卜リップの端部 を リプ状陸部 2 b に配

置 して、 中央側周方向溝 1 a およびシ ョルダー側周方向溝 1 b の双方 にゴム

ス トリップの端部 を配置 しないもの とすることで、 グループクラックに強い

構造 となる。 ここで、本発明において、 タイヤ幅方向におけるゴムス トリツ

プの巻付 け領域 については、特 に制限されないが、好適 には図示するように



、スチールベル ト1 4 の全幅 を覆 うように、スチールベル ト1 4 の幅 よ りも

広い範囲に巻付 ける。

[0021 ] 本発明の製造方法 においては、上記条件 を満足する点のみが重要であ り、

それ以外の点については、常法 に従 い適宜実施することがで き、特 に制限さ

れるものではない。例 えば、 シ ョルダー側 リブ状陸部 2 b に重なる位置のゴ

ムス 卜リップの端部 1 2 A s ， 1 2 B e については、 ゴ厶ス 卜リップの端部

の影響 を緩和するために、その上 にさ らに 1 回多 くゴ厶ス 卜リップの巻付 け

を行 う手法が用い られる場合が多い。 また、 ゴ厶ス 卜リップを 1 回隙間な く

周方向補強層の配設領域の全体 に巻 き付 けた後、その上 に、図 1 に示すよう

な部分的に隙間を空 けた巻付 けを行 う場合 もあるが、本発明においては、 こ

れ らいずれの巻付 け手法 についても、制限な く実施することが可能である。

本発明において用いるゴ厶ス 卜リップの幅 G については、 タイヤサイズや製

造 に使用するゴ厶ス 卜リップの本数等 に応 じて適宜設定することがで き、特

に制限はないが、例 えば、 2 箇所の巻出 し手段で適用する場合 には、性能 と

生産性 とのバ ランスの点か ら、 4 〜 7 m m の範囲が好適である。 また、 ゴム

ス トリツプの巻付 け間の隙間 S は、軽量化 と性能確保 および隙間でのエア入

り抑制 との両立の観点か ら、 ゴ厶ス 卜リップの幅 に対 し3 0 〜 7 0 % の範囲

とすることが効果的である。

[0022] 上記 においては、現状の生産設備の生産性の観点か ら最 も好適な 2 箇所の

巻出 し手段 を用いて、 2 本の独立 したゴ厶ス トリップを適用 してタイヤを製

造する場合 に関 して本発明を説明 したが、本発明においては、 さ らに巻出 し

手段の数 を増 して、独立 した複数本、例 えば 2 〜 4 本のゴ厶ス 卜リップを適

用する場合 においても、 同様の効果 を得 ることがで きるものである。すなわ

ち、本発明においては、周方向溝の下に周方向補強層の端部 を有 しない構造

と し、かつ、 ゴ厶ス 卜リップ同士の端部の周方向におけるオーバ一ラップ量

を上述 した適切な範囲 とすることで、所望のグループクラックの抑制効果 を

十分 に発揮 させ ることが可能 となるものであ り、 この点に関 し、何 らの制限

も有するものではない。例 えば、複数のゴムス トリツプの主たる材質が互い



に異なつている場合であつても、十分なグループクラック抑制効果を得るこ

とができる。

[0023] また、本発明の製造方法においては、 2 箇所の巻出し手段により、 2 本の

独立したゴ厶ス卜リップを同時に巻付けることで生産効率を高めることがで

きるが、 1箇所の巻出し手段によつて、複数の独立したゴ厶ス卜リップを順

番に巻付ける際においても、周方向溝の下に周方向補強層の端部を有しない

構造とし、かつ、ゴ厶ス卜リップ同士の端部の周方向におけるオーバ一ラッ

プ量を上述した適切な範囲とすることで、所望のグループクラックの抑制効

果を十分に発揮させることが可能となるものであり、この点に関しても、何

らの制限も有しない。上記と同様に、例えば、複数のゴムストリップの主た

る材質が互いに異なつている場合であつても、十分なグループクラック抑制

効果を得ることができる。

[0024] 本発明のタイヤは、上記本発明の製造方法により製造することができ、周

方向溝の下に周方向補強層の端部を有しない構造となっているため、従来と

比較して、グループクラックを発生しにくいものである。本発明のタイヤは

、 卜レツド部に3 本以上の周方向溝を有し、ゴ厶ス卜リップが螺旋状に巻き

付けられてなる周方向補強層を備える点以外の具体的な構造については、特

に制限されるものではない。具体的には例えば、かかるタイヤは、複数本の

補強コードを並列させて被覆ゴムに埋設してなる力一カスプライ 1 3 の 1枚

以上からなる力一カス層を骨格とする。かかる力一カス層は、通常、左右一

対のビード部間にトロイド状に延在し、各ビード部にそれぞれ埋設されたビ

- ドコアの周りに巻き上げられて係止される。

[0025] カーカス層 1 3 のタイヤ半径方向外側には、少なくとも 1層で、好適には

2 層で交錯配置されるスチールベル 卜1 4 と、 1層の周方向補強層 1 2 とが

、タイヤ半径方向内側から順次配置されている。スチールベル ト1 4 の外側

に周方向補強層 1 2 を配置することで、回転時のタガ効果を高めることがで

き、高速耐久性や操縦安定性、音 振動特性などの幅広い性能を向上する効

果が得られる。ここで、本発明において、タイヤ幅方向における周方向補強



層 1 2 の配設領域 については、特 に制限されないが、好適 には図示するよう

に、スチールベル ト1 4 の全幅 を覆 うように、スチールベル ト1 4 の幅 よ り

も広い範囲に配設する。周方向補強層 を構成するコー ドには、ナイロン等の

汎用の有機繊維 を用いることがで きるが、特 に、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜

( P E ) ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、 ァラミ ドおよび これ

らを含むハイプ リッ ドコ一 ド等の高剛性の素材 を適用 した場合 には、低剛性

の素材 を用いた場合 と比較 してゴ厶ス 卜リップ端部の剛性低下の程度が大 き

くなるので、その分、 ゴ厶ス 卜リップ端部 を周方向溝の下に位置 させないこ

とによる効果が高 まり、本発明の適用がよ り有用 となる。 また、 これ らの高

剛性繊維 を用いることで、 フラッ トスポ ッ トを低減 し、剛性の増大分 をコ一

ド使用量の削減 に結び付 けることがで きるな どの効果 も得 られ、 よ り優れた

タイヤを提供することが可能 となる。

実施例

以下、本発明を、実施例 を用いてよ り詳細 に説明する。

< 実施例 1 >

タイヤサイズ 2 0 5 / 5 5 R 1 6 にて、図 1 に示すような、 卜レツ ド部 に

、 3 本の周方向溝 （溝幅 w = 6 m m ) と、 これ らによ り画成 された リブ状陸

部 とを備 える乗用車用タイヤの製造 を行 った。 6 本のナイロンコ一 ドが並列

されてゴム被覆 されてなる 2 本のゴムス トリップ （幅 G = 6 m m ) を、 タイ

ャ幅方向の異なる位置 に配置 された 2 本の巻 き付 けへ ッ ドを有する製造設備

を用いて、 2 本のヘ ッ ドか ら同時に巻 き出 して、成型 ドラムの外周面 に同一

方向に螺旋状 に巻付 けることによ り周方向補強層 を形成 した。 ゴ厶ス 卜リッ

プの巻付 けは、 タイヤ幅方向の中央領域 において 4 m m の隙間 S を空 けて行

つた。外側領域の 3 0 m m幅の部分 については隙間な く巻 き付 けた。 この実

施例 1 において、 2 本のゴムス トリツプの巻付 け開始位置および巻付 け終 了

位置 における端部の うち中央側端部 1 2 B s ， 1 2 A e のタイヤ幅方向外側

は、 タイヤ赤道面 を基準 と してほぼ対称 に、 タイヤ赤道面か らのタイヤ幅方

向距離 X で 9 m m の位置 にあ り、 中央側端部 1 2 B s ， 1 2 A e は、図 1 に



示すように、タイヤ幅方向において異なるリブ状陸部 2 a (幅W : 2 4 m m

) に完全に重なる領域に配置されていた。また、 2 本のゴムス トリップの中

央側端部はタイヤ径方向においてオーバ一ラップしており、中央側周方向溝

(センタ一主溝） 1 a に重なる領域では、ゴムス トリップの巻付け間の隙間

S が実質的にゼロとなっていた。また、 2 本のゴ厶ス 卜リップの中央側端部

1 B s , 1 2 A e 間のタイヤ周方向における距離 L は 2 5 0 m mであった

[0027] < 比較例 1 >

2 本のゴムス トリップの巻付け開始位置および巻付け終了位置における端

部のうち中央側端部 1 2 B s ， 1 2 A e のタイヤ幅方向外側を、タイヤ赤道

面を基準としてほぼ対称に、タイヤ赤道面からのタイヤ幅方向距離 X で 3 m

mの位置とし、中央側端部 1 2 B s ， 1 2 A e の全体をタイヤ幅方向におい

てセンタ一主溝 1 a と完全に重なる領域に配置 した以外は実施例 1 と同様に

して周方向補強層を形成 し、比較例 1 の供試タイヤを作製 した。

[0028] < 劣化 ドラム試験>

実施例 1 および比較例 1 の供試タイヤにつき、以下に従い劣化 ドラム試験

を実施 して、ゴ厶ス 卜リップの端部の位置を変えた際のグループクラックの

発生状態を評価 した。その結果を、図 2 のグラフに示す。まず、各供試タイ

ャを、温度 8 0 °Cの恒温庫で〇2充填条件下にて 8 週間放置 して、劣化させた

。その後、各供試タイヤをリムサイズ 6 . 5 J の リムに組み、内圧 2 3 0 k

P a ，荷重 6 1 5 k g f ，速度 6 0 k m/ h ，走行距離 5 万 k mの条件下で

、 ドラム試験を行った。評価は、走行距離ごとにセンタ一主溝内に発生 した

亀裂の亀裂長さをタイヤ 1周分計測 して、その和を算出し、比較例 1 の 2 万

k m走行時における亀裂長さの和を 1 0 0 とする指数値で示 した。数値が小

さいほど、グループクラックが抑制されていることを示す。

[0029] 図 2 のグラフの結果から、センタ一主溝の下にゴ厶ス 卜リップの端部が位

置 している比較例 1 では、センタ一主溝を避けてリプ状陸部の下にゴムス ト

リップの端部を配置 した実施例 1 と比較 して、かなり早い段階からゴ厶ス 卜



リップの端部のごく近傍 に亀裂が発生 していることが確認された。いったん

亀裂が発生すると、 これを起点に してタイヤ周方向に亀裂が急激 に延伸する

ため、比較例 1 では、比較的早 くグループクラックが発生 して しまった。 こ

れは、従来知見で判明 しているワイ ビング変形 に伴 う断面内の歪に加えて、

ゴ厶ス トリップの剛性段差 に起因するタイヤ周方向の歪 も発生 したことで、

タィャの転動 による繰 り返 し変形 により早期 にグループクラックの初期亀裂

が発生 し延伸 したものであると考え られる。 これに対 し、実施例 1 の供試タ

ィャでは、断面内のワイ ビング変形が主体 となることか ら特定の初期亀裂が

生 じ、溝底のゴム全体が均等にかつ穏やかに損傷方向に向かうために、結果

的に同 じ走行距離で 2 倍近い亀裂長さの差が生 じていることが判る。

[0030] 上記の結果か ら、 グループクラックを引き起 こす変形 と しては、従来判明

している断面内のワイ ビング変形 による断面内歪に起因するものに加えて、

主に接地端 （踏み側および蹴 り側）で最大値 をとるタイヤ周方向変形の寄与

もあ り、特 に、センタ一主溝 にゴ厶ス 卜リップの端部が配置される構造の場

合、双方の変形要因が加算されて、比較的短期間に初期亀裂が発生 し、 これ

が亀裂の核 となつて中央側周方向溝全体に早期 に亀裂が延伸 して しまうこと

が判 つた。 これに対 し、センタ一主溝 にゴ厶ス 卜リップの端部が配置されな

いように巻 き付 けを行 うことで、 ゴ厶ス 卜リップの端部の剛性低下による過

大な歪の影響 を回避することが可能 とな り、 これによりグループクラックが

著 しく抑制 される。

[0031 ] < 実施例 2 〜 4 ，比較例 2 ， 3 >

中央側端部間のタイャ周方向距離 L の値 を変更するとともに、 2 本のゴム

ス トリップの中央側端部のタイヤ幅方向外側の、タイヤ赤道面か らのタイヤ

幅方向距離 X を変えた以外は実施例 1 と同様 に して周方向補強層を形成 し、

実施例 2 〜 4 ，比較例 2 ， 3 の供試タイヤを作製 した。

[0032] 上記 と同様 に して劣化 ドラム試験 を実施 して、各供試タイヤにつき、 2 万

k m走行後のグループクラックの発生の程度 を確認 した。評価は、中央側周

方向溝内で発生 している亀裂の長さをタイヤー周分計測 した総亀裂長さによ



り行い、比較例 1 の総亀裂長さを 1 0 0 とする指数で示 した。数値が小さい

程、グループクラックが抑制されていることを示す。また、同時に、中央側

周方向溝に隣接するリブ状陸部の偏摩耗の程度を評価 した。評価は、中央側

周方向溝の溝深さを周上 1 6 か所で計測 して、その P _ P値により行い、比

較例 1 の P _ P値を 1 0 0 とする指数で示 した。数値が小さい程、偏摩耗の

傾向が低いことを示す。これらの結果を、下記の表中に併せて示す。

[0033] [表 1]

* 1 ) ゴ厶ス 卜リップの中央側端部の、タイヤ径方向におけるオ ラッ

プの有無である。

[0034] 上記表中に示すように、ゴ厶ス 卜リップの端部を、周方向溝を避けてリプ

状陸部に重なる領域に配置するとともに、 リプ状陸部の幅Wおよびゴ厶ス 卜

リップの幅GがG< Wの関係を満足するものとした各実施例の供試タイヤに

おいては、良好な耐偏摩耗性を確保 しつつ、グループクラックの発生が効果

的に抑制されていることが確かめられた。

符号の説明
[0035] 1 a , 1 b 周方向溝、 2 a 2 b リブ状陸部、 1 1 トレッド部、 1

周方向補強層、 1 2 A 1 B ゴムス トリップ、 1 2 A s 1 A e ,

1 B s , 1 2 B e ゴムス トリップの端部、 1 3 力一カスプライ、 1 4

スチ一ルベル 卜



請求の範囲

[ 請求項 1] 3 本以上の周方向溝 と、該周方向溝 によ り画成 された リブ状陸部 と

を備 える 卜レツ ド部 と、複数本のコー ドが並列されてゴム被覆 されて

なる互いに独立 した 2 本のゴ厶ス 卜リップが、 タイヤ幅方向の異なる

位置か ら同一方向に螺旋状 に巻付 け られて形成 された周方向補強層 と

を備 えるタイヤであ って、

前記 ゴムス トリップが、 タイヤ幅方向の一部 または全体 において隙

間を空 けて配置 され、

前記 2 本のゴムス トリツプの巻付 け開始位置および巻付 け終 了位置

における端部の うち、少な くともタイヤ赤道面側 に位置する中央側端

部が、 タイヤ幅方向において前記 リプ状陸部 と完全 に重なる位置 に配

置 され、

タイヤ幅方向に沿 う、前記中央側端部 と重なる リプ状陸部の幅 をW

( m m ) 、前記 ゴムス トリップの幅 をG ( m m ) と した ときG < W の

関係 を満足することを特徴 とするタイヤ。

[ 請求項2] 前記 2 本のゴ厶ス 卜リップの中央側端部 同士が、 タイヤ径方向にお

いてオーバ一ラップ している請求項 1 記載のタイヤ。

[ 請求項3] 前記 2 本のゴ厶ス 卜リップの中央側端部が、互いに異なる前記 リプ

状陸部 と重なるように配置 されている請求項 1 記載のタイヤ。

[ 請求項4] 少な くとも、前記周方向溝の うちタイヤ赤道面上 に存在するかまた

はタイヤ赤道面 に最 も近い中央側周方向溝 に重なる位置で、 タイヤ径

方向においてオーバ一ラップする前記 2 本のゴ厶ス 卜リップのそれぞ

れが、前記中央側周方向溝 に重なる領域 をタイヤ幅方向にわた り横切

つて、前記 ゴ厶ス 卜リップの巻付 け間の隙間が該中央側周方向溝 に重

なる領域 において実質的にゼ ロとなるよう巻付 け られている請求項 2

または 3 記載のタイヤ。

[ 請求項 5] タイヤ幅方向に沿 う、前記 ゴムス トリップの巻付 け間の隙間を S (

m m ) と した とき、 さ らに、 G > S の関係 を満足する請求項 1 〜 4 の



うちいずれか一項記載のタイャ。

[ 請求項6] 前記 2 本のゴ厶ス 卜リップの中央側端部間のタイヤ周方向における

距離 L が、 1 0 0 〜 4 0 O m m である請求項 1 〜 5 の うちいずれか一

項記載のタイヤ。

[ 請求項7] 3 本以上の周方向溝 と、該周方向溝 によ り画成 された リブ状陸部 と

を備 える 卜レツ ド部 を有するタイヤを製造するにあた り、複数本のコ

- ドが並列されてゴム被覆 されてなる互いに独立 した 2 本のゴ厶ス 卜

リップを、 タイヤ幅方向の異なる位置 に配置 された 2 箇所の巻出 し手

段か ら巻 き出 して、成型 ドラムの外周面 に同一方向に螺旋状 に巻付 け

ることによ り周方向補強層 を形成する工程 を含むタィャの製造方法で

あ って、

前記 ゴ厶ス 卜リップの巻付 けを、 タイヤ幅方向の一部 または全体 に

おいて隙間を空 けて行 うとともに、

前記 2 本のゴムス トリツプの巻付 け開始位置および巻付 け終 了位置

における端部の うち、少な くともタイヤ赤道面側 に位置する中央側端

部 を、 タイヤ幅方向において前記 リプ状陸部 と完全 に重なる位置 に配

置 し、

タイヤ幅方向に沿 う、前記中央側端部 と重なる リプ状陸部の幅 をW

( m m ) 、前記 ゴムス トリップの幅 をG ( m m ) と した ときG < W の

関係 を満足するようW、 G の値 を設定する こ とを特徴 とするタイヤの

製造方法。
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